
（ 6 ）切除例の大きさは 2 cm以内が46.7％であっ

た。車検診では43.8％、施設検診では8.3％、内

視鏡検査では51.4％で、小さいものが多く見つ

かっている。

（ 7 ）早期癌の占拠部位は、内視鏡検査ではＸ線

検査では見つかりにくい前壁が多く発見されて

いる。

（ 8 ）肉眼での進行度stageⅠaはX線検査20例で

64.5％、内視鏡検査97例で83.6％だった。

（ 9）前年度受診歴を有する進行癌は、東部 4件、

中部 6件、西部 2件であった。前年度の検診結

果については現在調査中である。

内視鏡検査で大きさ、深達度、部位の記載がな

いものについては、再度調査を行う。

また、一次検診の結果はその他の疾病であった

が、経過観察中に癌が発見された者があり、確定

調査結果に計上した。

内視鏡検診が開始され約10年経過し、早期癌が

多く発見され、内視鏡切除も増えている。

3．がん検診受診率向上プロジェクトについて：

下田県健康政策課がん・生活習慣病担当副主

幹

鳥取県健康政策課においては、「がん検診受診

率向上プロジェクト2009～新規受診者を掘り起こ

せ！～」として、休日がん検診支援事業やがん検

診未受診者掘り起こしモデル事業等が行われてい

る。また、がん撲滅キャンペーンにおける街頭ア

ンケートを行った結果、受診しない理由として

「忙しく、時間がない」という回答が多く、がん

検診を受診しやすい体制整備と啓発活動を行う必

要がある。2010年も事業を継続実施する。

1．鳥取県胃がん内視鏡検診実施に係る手引きの

一部改正について

手引きの中に内視鏡画像の読影について追加す

る案が示されたが、地区の実状を踏まえながら、

再度検討することとなった。
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協議事項

【概要】

平成21年 4 月には、鳥取大学医学部附属病

院が「肝疾患診療連携拠点病院」に指定され、

さらに今後、肝疾患相談センターの本格稼動

肝疾患診療連携ネットワーク体制の確立に向けて
鳥取県肝炎対策協議会

鳥取県健康対策協議会肝臓がん対策専門委員会

■ 日　時　　平成22年 2月13日（土） 午後 2時～午後 3時30分

■ 場　所　　鳥取県西部医師会　米子市久米町

■ 出席者　　岡本健対協会長、村脇協議会会長、川 専門委員会委員長

安藤・石飛・大城・尾 ・岸・岸本・孝田・清水・富長・永見・野坂・藤井・

前田・松木・松田裕之・満田・吉中各委員

オブザーバー：岡本欣也鳥取大学医学部附属病院（肝炎相談センター）、稲田

県健康対策課：下田副主幹

健対協事務局：谷口事務局長、岩垣係長、田中主事

（26人）



が予定されているなど、少しずつであるが体

制が整いつつある。

肝炎対策基本法は平成22年 1 月 1 日で施行

された。また、平成22年 4 月には肝炎治療特

別促進事業の制度改正が予定されており、肝

炎患者が負担する治療費自己負担額の引き下

げや、助成対象の拡大など、今後、更なる肝

炎対策の充実が図られる。

〈岡本会長〉

2 月 6 日、 7日に開催致しました第40回日本消

化器がん検診学会中国四国地方会には多数参加し

て頂き、有難うございました。

佐賀県に続いて、鳥取県は肝臓がん検診を平成

7 年度より開始した。全県下で実施したのは鳥取

県が初めてだった。その後、平成10年度からは定

期検査フォローアップ事業が行われている。現在

は、インターフェロンの治療効果調査がこの委員

会で行われようとしている。今後共、よろしくお

願いします。

〈村脇協議会会長〉

平成21年 4 月には、鳥取大学医学部附属病院が

「肝疾患診療連携拠点病院」に指定され、夏には

肝疾患相談センターの看板を外来に立てた。少し

ずつであるが整いつつある。

本日は、肝疾患診療連携拠点病院の専任医師の

岡本欣也先生、事務の稲田さんにオブザーバーと

して参加してもらった。肝疾患相談センターのパ

ンフレットを作成し、 3月頃には肝臓がん検診精

密検査医療機関に周知することとしているので、

よろしくお願いします。

〈川 対策専門委員長〉

肝炎対策基本法が平成22年 1 月に施行された。

この法律により、私どもが進めている広い意味の

肝臓病の研究、具体的には肝炎対策、肝硬変、肝

癌の研究について、国、県、医師会の指導を承り

ながら、この会が大きくなることを期待している。

1．平成20年度肝炎ウイルス検査実績報告並びに

平成21年度事業実績見込み及び平成22年度

実施計画について：下田県健康政策課がん・

生活習慣病担当副主幹

（ 1 ）平成20年度健康増進事業における肝炎ウイ

ルス検査

平成20年度は16市町村で実施し、対象者数

171,775人のうち、受診者数は3,725人で、受診率

は2.2％で、平成19年度に比べ、対象者数が

100,578人増、受診者数が1,947人減、受診率が5.8

ポイント減少した。一部の市町村で対象者の捉え

方に間違いがあったことにより、今回修正された

ことにより、対象者数が大きく増えている。

検査の結果、HBs抗原のみ陽性者は71人、

HCV抗体のみ陽性者は27人で、HBs抗原陽性率

1.9％、HCV抗体陽性率0.7％であった。前年度と

ほぼ同様の結果であった。

要精検者97人のうち精検受診者は73人であり、

精検受診率は75.3％で、平成19年度に比べ11ポイ

ントも増加した。精検の結果、がんは 1人も発見

されなかった。

（ 2 ）肝臓がん検診により発見されたウイルス陽

性者に対しての定期検査の状況について（県事

業の肝臓がん対策事業）

平成10年度から実施している、検診で発見され

た肝炎ウイルス陽性者に対する定期検査は13市町

村で実施された。結果は以下のとおりである。
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（ 3 ）平成 7 ～20年度の14年間を集計すると、平

成 7～ 9年度の検診時において、市町村から報

告のあった対象者数192,315人に対し、受診者

数111,100人、推計受診率57.8％である。そのう

ちHBs抗原陽性者は2,731人（2.46％）、HCV抗

体陽性者は3,525人（3.17％）であった。HCV

抗体陽性率は60歳以上が高く、HBs抗原陽性率

は40～54歳が高い傾向は例年と同様であった。

（ 4 ）平成21年度実施見込み及び平成22年度実施

計画について

平成21年度の受診予定数は国庫事業の肝炎ウイ

ルス検査は14市町村実施で5,136人、市町村単独

事業は 3町実施し1,720人である。

平成22年度実施計画は国庫事業の肝炎ウイルス

検査は15市町村実施で5,270人、市町村単独事業

は 3町実施で1,740人である。

未実施の町は県の事業として保健所、医療機関

肝炎ウイルス無料検査が行われているなどの理由

で、国庫事業の肝炎ウイルス検査は実施しないと

いうことだった。

2．平成20年度肝臓がん検診発見がん患者確定調

査結果について：松田裕之委員

（ 1 ）平成20年度肝炎ウイルス検査からは発見が

んはなかった。また、肝臓がん検診により発見

されたウイルス陽性者に対しての定期検査の結

果、がん及びがん疑いの者が19名発見され、そ

のうち14名は過去の検診、定期検査で既にがん

と診断されていた。残り 5名の確定調査を行っ

た結果、B型肝炎ウイルス陽性者から肝臓癌が

1 名、C型肝炎ウイルス陽性者から肝臓癌が 2

名であった。がん疑いが 1名であった。

（ 2 ）平成 7 年～19年度肝臓がん検診発見がん患

者のうち、23例が確定癌であり、そのうち18例

は死亡、生存中の 5例のうち、 1例は10年 1 ヵ

月後、 1例は 3年後に再発した。また、平成10

～19年度定期検査確定がんが82例で、そのうち

40例（他病死を含む）が死亡である。

平成 7年度から約15年経過するので、松田委

員に 5、10年生存率の解析を行って頂きたいと

いう要望があった。

3．その他：下田県健康政策課がん・生活習慣病

担当副主幹

1）肝炎対策基本法の施行について

肝炎対策基本法は平成22年 1 月 1 日で施行され

た。この法律は、肝炎患者や感染者に対する支援

を総合的に進めるための基本理念を定めたもの

で、具体的な施策については明記されていないも

のの、ウイルス性肝炎を国内最大級の慢性感染症

と位置づけ、薬害肝炎事件及び集団予防接種の際

の注射器の連続使用よる肝炎ウイルス感染につい

て、国の責任を明確に認めていることが大きなポ

イントである。

そのうえで、肝炎対策について基本理念を定め、

国、地方公共団体、医療保険者、国民及び医師等

の責務を明らかにし、肝炎の予防及び早期発見の

推進、肝炎医療の均てん化の促進など、肝炎対策

を総合的に推進させることを目的とされている。

区　　分

B型肝炎ウイルス陽性者

C型肝炎ウイルス陽性者

919

646

健康指導対象者
（人）

667

526

定期検査受診者数
（人）

定期検査結果

慢性肝炎

122

（18.3％）

278

（52.9％）

06

（0.9％）

23

（4.4％）

03

（0.4％）

12

（2.3％）

01

（0.1％）

03

（0.6％）

肝硬変 肝臓がん がん疑い

※肝臓がんと報告された中には、過去の定期検査で「がん」と報告されたものも含まれている。
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2）肝炎治療特別促進事業の実績報告

平成20年 4 月より肝炎インターフェロン治療に

ついて、肝炎患者が負担する治療費自己負担額の

一部を公費助成を行っており、平成22年 1 月末ま

でに390名に対し受給者証を交付した。受給者証

交付者数は、制度創設開始当初に比べ減少傾向に

ある。

受給者390人のうち、約98％がC型肝炎で、60

歳台が約40％を占め、次いで50歳台、70歳台と続

く。

3）肝炎治療特別促進事業の制度改正について

平成22年 4 月より改正される予定である。主な

改正点は以下のとおりである。

（ 1 ）自己負担額が引き下げられ、原則 1 万円、

ただし上位所得者は 2万円となる。

（ 2 ）B型肝炎の核酸アナログ製剤を助成対象に

追加される。

（ 3 ）インターフェロン治療に係る制度利用は 1

人につき 1回のみであったが、医学的にインタ

ーフェロン再治療が有効と認められる一定条件

を満たす者について、 2回目の利用を認めるこ

ととなる。

この制度改正に伴い、関係医療機関には受給者

証の切替えや医師診断書の記載等、大変お世話に

なると思うがご協力をお願いしたい。

4）肝炎ウイルス無料検査事業について

医療機関委託の無料肝炎ウイルス検査について

は、平成20年度限りの時限措置であったが、今後

も県民の利便性に配慮した肝炎ウイルス検査の受

診しやすい体制を確保するため、平成22年度も継

続実施する予定であることから関係医療機関等に

は今後もご協力頂きたい。また、保健所でも継続

実施の予定である。

平成20年度肝炎無料検査実績は、保健所ではB

型肝炎検査511件、C型肝炎検査526件、合計1,037

件、医療機関においてはB型肝炎検査42件、C型

肝炎検査49件、合計91件であった。

平成21年度肝炎無料検査の中間実績は、保健所

ではB型肝炎検査106件、C型肝炎検査106件、合

計212件、医療機関においてはB型肝炎検査 6 件、

C型肝炎検査 6件、合計12件であった。

5）肝炎インターフェロン治療効果のフォローア

ップ調査について

【研究の対象】

肝炎インターフェロン治療に対する医療費助成

を平成20年 4 月以降に受け、治療効果判定が既に

可能なB型、C型肝疾患患者。

【調査目的】

肝炎インターフェロン治療法に係る公費助成を

受けたB型、C型肝疾患患者の治療成績の全国的

研究。

【調査参加予定県】33都道府県

前回の会議において、本県も調査に参加するこ

ととなったこの調査事業については、現在、他県

の動向について情報収集や、個人情報の取扱い等

について庁内の関係部署と調整中である。今後、

調査開始に向け、鳥取県肝疾患診療連携拠点病院

（鳥取大学医学部附属病院）と連携して検討して

いく。

【委員からの意見】

・例えば、何年後にがんとなったかを将来的にデ

ータとしては必要ではないか。

・国の調査項目以外で鳥取県独自の調査項目を追

加してはどうか。

・氏名が分からないと情報の再確認が難しいので

はないか。

・医療機関が患者に同意書を書いてもらうのは、

そんなに難しいことではない。

・全数把握しなくても、出来る範囲でやればよい

のではないか。
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日　時 平成21年 2 月13日（土）

午後 4時～午後 5時50分

場　所 鳥取県西部医師会　米子市久米町

出席者 95名

（医師：92名、看護師・保健師： 1名、

検査技師・行政職： 2名）

岸本幸廣先生の司会により進行。

鳥取県肝炎対策協議会長　村脇義和先生の座長

により、山口大学大学院医学系研究科消化器病態

内科学准教授　山 隆弘先生による「肝細胞癌治

療の現状と今後の展望」の講演があった。

孝田雅彦先生の進行により、 3地区より症例を

報告して頂き、検討を行った。

1）東部（ 1例）－鳥取市立病院　松木　勉先生

2）中部（ 1例）－

鳥取県立厚生病院　万代真理先生

3）西部（ 1例）－山陰労災病院　西向栄治先生

肝臓がん検診従事者講習会及び肝臓がん検診症例研究会

症例提示

講　演

【概要】

平成20年度検診実績によると、受診率は依

然として減少傾向である。20～29歳からがん

が 1人、異形成が 5人発見されている。若年

層の受診勧奨、新規受診者の掘り起こしが非

常に重要である。

子宮がん検診実施に係る手引きの一部改正

を行い、平成22年度検診より適用することと

なった。主な改正点は、一次検診機関は健対

協に登録を行う。また、子宮頸部細胞判定が

子宮がん検診に係る手引きの一部改正
鳥取県生活習慣病検診等管理指導協議会子宮がん部会
鳥取県健康対策協議会子宮がん対策専門委員会

■ 日　時　　平成21年 2月14日（日） 午後 1時40分～午後 3時30分

■ 場　所　　鳥取県健康会館　鳥取市戎町

■ 出席者　　紀川部会長、井庭専門委員長

板持・伊藤・井奥・梅澤・澤住・清水・冨山・東口・藤井・皆川・吉田・

吉中各委員

オブザーバー：癌研究会有明病院健診センター所長 平井康夫（講習会講師）

木下米子市保健師、生田米子市保健師、森本智頭町保健師、

大下湯梨浜町保健師

県健康政策課：中川課長補佐、川本保健師

健対協事務局：谷口事務局長、岩垣係長、田中主事

（24人）


